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布
施
明
の
ヒ
ッ
ト
曲
“
霧
の
摩
周
湖
”

で
有
名
な
摩
周
湖
は
、
北
海
道
東
部
の

弟て
し
か
が

子
屈
町
に
あ
り
、
周
囲
20
㎞
、
面
積

19
・
２
㎢
の
、
カ
ル
デ
ラ
湖
と
し
て
は

日
本
国
内
で
６
番
目
に
大
き
な
湖
で
す
。

　

急
激
に
深
く
な
る
地
形
と
、
高
い
透

明
度
が
織
り
な
す
摩
周
湖
独
特
の
藍
色

は
“
摩
周
ブ
ル
ー
”
と
し
て
多
く
の
観

光
客
を
魅
了
し
て
い
ま
す
。

　

摩
周
湖
に
唯
一
浮
か
ぶ
島
を
カ
ム
イ

シ
ュ
島
と
言
い
ま
す
。

　

カ
ム
イ
シ
ュ
と
は
ア
イ
ヌ
語
で
「
神

と
な
っ
た
老
婆
」
を
意
味
し
ま
す
。

　

こ
の
島
は
、
高
さ
約
２
４
０
ｍ
の
火

山
の
頂
上
部
分
が
少
し
だ
け
水
面
上
に

現
れ
た
も
の
で
す
。

　

夏
は
霧
に
覆
わ
れ
る
日
が
多
い
で
す

が
、
そ
れ
以
外
の
季
節
は
比
較
的
晴
天

が
多
く
、
第
一
展
望
台
か
ら
は
摩
周
湖

と
そ
の
遠
方
に
日
本
百
名
山
の
一
つ
で

あ
る
斜
里
岳
を
望
む
雄
大
な
風
景
を
楽

し
め
ま
す
。

　

昨
年
は
町
の
長
年
の
悲
願
で
あ
っ
た
”

阿
寒
国
立
公
園
”
か
ら
”
阿
寒
摩
周
国

立
公
園
”
へ
の
名
称
変
更
が
行
わ
れ
、

観
光
業
を
始
め
と
す
る
地
域
の
活
性
化

が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
本
年
は
北
海
道
命
名
か
ら

１
５
０
年
目
の
節
目
の
年
で
あ
り
、
道

内
各
地
で
記
念
イ
ベ
ン
ト
が
予
定
さ
れ

て
い
ま
す
。

（“霧の摩周湖”北海道弟子屈町の国有林）

（表紙の説明）
“厳寒の摩周湖”
撮影地：北海道弟子屈町の国有林
撮影者：矢野宣和（北海道森林管理局
　　　 根釧西部森林管理署）
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平
成
30
年
の
新
春
を
迎
え
、
謹
ん
で
年
頭
の
ご
挨
拶
を
申
し
上
げ

ま
す
。

　

昨
年
は
、
７
月
の
九
州
北
部
豪
雨
や
10
月
の
台
風
な
ど
に
よ
り
、

多
く
の
山
地
災
害
、
流
木
被
害
が
発
生
し
ま
し
た
。
被
災
さ
れ
た
全

て
の
方
々
に
お
見
舞
い
申
し
上
げ
る
と
と
も
に
、
林
野
庁
と
し
て
、

山
地
災
害
を
事
前
に
防
止
・
軽
減
す
る
た
め
の
予
防
治
山
を
強
化
し
、

国
民
の
安
全
・
安
心
の
一
層
の
確
保
に
努
め
て
い
く
決
意
を
新
た
に

す
る
次
第
で
す
。

　

さ
て
、昨
年
末
の
税
制
改
正
大
綱
に
お
い
て
、森
林
環
境
税
（
仮
称
）

及
び
森
林
環
境
譲
与
税
（
仮
称
）
の
創
設
が
決
定
さ
れ
、
森
林
・
林

業
界
の
長
年
の
悲
願
を
実
現
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
関
係
者

の
皆
様
方
に
多
大
な
る
ご
支
援
、
ご
協
力
を
賜
り
ま
し
た
こ
と
、
厚

く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。
森
林
環
境
税
（
仮
称
）
が
平
成
36
年
度
か

ら
課
税
さ
れ
る
の
に
先
立
っ
て
、
森
林
環
境
譲
与
税
（
仮
称
）
は
平

成
31
年
度
か
ら
譲
与
さ
れ
ま
す
。
国
民
共
有
の
財
産
で
あ
る
森
林
の

公
益
的
機
能
が
十
全
に
発
揮
さ
れ
、
ご
負
担
い
た
だ
く
国
民
の
方
々

か
ら
理
解
が
得
ら
れ
る
形
で
税
が
活
用
さ
れ
る
よ
う
、
市
町
村
、
都

道
府
県
ほ
か
森
林
・
林
業
関
係
者
が
一
丸
と
な
っ
た
取
組
を
本
年
か

ら
始
め
て
い
く
こ
と
が
大
切
で
す
。

　

林
業
の
成
長
産
業
化
の
実
現
に
向
け
て
は
、
戦
後
造
成
さ
れ
た
人

工
林
の
多
く
が
本
格
的
な
利
用
期
を
迎
え
る
中
、
こ
の
豊
富
な
森
林

資
源
を
経
済
ベ
ー
ス
で
最
大
限
に
活
用
し
て
い
く
こ
と
が
喫
緊
の
課

題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
に
、
経
済
ベ
ー
ス
で
活
用
で
き
る

森
林
に
つ
い
て
は
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
体
に
森
林
の
経

営
・
管
理
を
集
積
・
集
約
化
す
る
と
と
も
に
、
経
済
ベ
ー
ス
で
活
用

で
き
な
い
森
林
に
つ
い
て
は
市
町
村
が
公
的
管
理
を
担
う
た
め
の
仕

組
み
で
あ
る
「
新
た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
」
を
整
備
す
る
こ
と
が

重
要
と
な
り
ま
す
。
林
野
庁
と
し
て
は
、
こ
の
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す

る
た
め
の
法
案
を
本
年
の
通
常
国
会
に
提
出
す
る
予
定
で
す
。
ま
た

平
成
30
年
度
予
算
で
は
「
林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策
（
２
３
５
億

円
）」
を
新
設
し
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
体
に
対
し
て
路
網

整
備
、
機
械
導
入
を
重
点
的
に
支
援
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

林
業
の
収
益
性
向
上
に
向
け
て
、
川
上
に
お
け
る
生
産
コ
ス
ト
の
削

減
に
加
え
て
、
川
上
と
川
下
の
連
携
強
化
を
図
る
流
通
の
効
率
化
が

重
要
な
課
題
で
あ
り
、
林
野
庁
と
し
て
も
関
係
者
の
先
進
的
な
取
組

を
強
く
後
押
し
し
て
い
き
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
の
取
組
に
よ
り
、
平
成
28
年
の
木
材
自
給
率
は
平
成
23

年
か
ら
６
年
連
続
し
て
上
昇
し
て
34
・
８
％
と
な
り
、
30
年
ぶ
り
に

昭
和
61
年
以
来
の
高
水
準
ま
で
回
復
し
ま
し
た
。
こ
の
流
れ
が
一
層

力
強
い
も
の
と
な
る
よ
う
、
国
内
林
産
物
の
安
定
供
給
と
木
材
需
要

の
拡
大
に
従
来
に
増
し
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
新
た
な
木
材
需

要
の
創
出
に
向
け
て
は
、
木
造
率
が
低
位
に
と
ど
ま
る
非
住
宅
建
築
、

中
高
層
建
築
の
木
造
化
を
進
め
る
こ
と
も
必
要
で
あ
り
、
Ｃ
Ｌ
Ｔ
等

の
需
要
拡
大
、
コ
ス
ト
低
減
に
向
け
て
引
き
続
き
支
援
を
行
っ
て
い

き
ま
す
。
ま
た
、
29
年
度
補
正
予
算
、
30
年
度
当
初
予
算
に
よ
り
、

格
付
実
績
の
低
い
Ｊ
Ａ
Ｓ
構
造
材
に
対
し
て
調
達
費
を
支
援
し
、
Ａ

材
の
需
要
拡
大
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
公
共
建
築

物
の
木
造
化
・
木
質
化
を
引
き
続
き
推
進
し
、
ま
た
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
の
熱
利
用
を
地
域
内
で
循
環
利
用
す
る
「
地
域
内
エ
コ
シ
ス
テ
ム
」

の
構
築
に
取
り
組
む
ほ
か
、
２
０
２
０
年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ

ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
の
機
会
も
活
用
し
て
我
が
国
の
培
っ
て
き

た
「
木
の
文
化
」
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
こ
と
で
家
具
・
建
具
等
国
産
木

材
製
品
の
海
外
へ
の
輸
出
拡
大
に
も
取
り
組
み
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
川
上
、
川
下
で
の
取
組
の
推
進
に
当
た
っ
て
効
果
的
な

Ｉ
Ｃ
Ｔ
、
Ａ
Ｉ
な
ど
の
最
新
技
術
に
注
目
す
べ
き
で
す
。
施
業
の
集

約
化
や
森
林
資
源
の
把
握
の
た
め
に
、
航
空
レ
ー
ザ
ー
で
の
森
林
の

詳
細
把
握
や
森
林
Ｇ
Ｉ
Ｓ
の
シ
ス
テ
ム
整
備
を
進
め
る
ほ
か
、
伐
採

現
場
の
情
報
を
製
材
所
に
直
送
す
る
な
ど
川
上
・
川
下
で
の
需
給
情

報
の
同
時
共
有
な
ど
ス
マ
ー
ト
林
業
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。
ま
た
、

セ
ル
ロ
ー
ス
ナ
ノ
フ
ァ
イ
バ
ー
の
不
織
布
や
塗
料
で
の
商
品
化
や
改

質
リ
グ
ニ
ン
の
実
用
化
に
向
け
た
研
究
開
発
も
強
力
に
推
進
し
ま

す
。
さ
ら
に
、
林
業
労
働
の
安
全
確
保
の
た
め
に
も
高
性
能
林
業
機

械
の
利
用
拡
大
を
図
り
、
林
業
従
事
者
の
死
亡
事
故
の
減
少
、
労
働

条
件
の
改
善
な
ど
、
林
業
分
野
の
働
き
方
改
革
も
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

国
有
林
野
に
お
い
て
は
、
引
き
続
き
そ
の
組
織
・
技
術
力
を
生
か

し
つ
つ
国
有
林
野
を
「
国
民
の
森
林
」
と
し
て
、
民
有
林
と
も
一
体

的
に
施
策
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
公
益
重
視
の
管
理
経
営
を
一
層

推
進
し
て
い
き
ま
す
。
ま
た
新
た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
が
効
率
的

に
機
能
す
る
た
め
に
は
、
国
有
林
と
し
て
、
林
道
の
相
互
接
続
や
伐

採
木
の
協
調
出
荷
、
林
業
の
低
コ
ス
ト
化
に
向
け
た
民
有
林
へ
の
技

術
普
及
や
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
体
に
よ
る
国
有
林
野
事

業
の
受
注
機
会
の
増
大
へ
の
配
慮
な
ど
に
積
極
的
に
取
り
組
み
ま

す
。

　

最
近
の
被
害
拡
大
が
懸
念
さ
れ
る
自
然
災
害
へ
の
対
応
に
つ
い
て

は
、
昨
年
の
九
州
北
部
豪
雨
災
害
を
契
機
と
し
て
「
流
木
災
害
等
に

対
す
る
治
山
対
策
検
討
チ
ー
ム
」
が
行
っ
た
中
間
取
り
ま
と
め
を
踏

ま
え
、
流
木
捕
捉
式
治
山
ダ
ム
の
整
備
や
そ
の
機
能
回
復
に
必
要
な

管
理
道
の
整
備
、
災
害
に
強
い
森
林
づ
く
り
の
た
め
の
間
伐
等
を
集

中
的
に
実
施
し
て
い
き
ま
す
。
併
せ
て
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復

興
に
向
け
た
海
岸
防
災
林
の
整
備
な
ど
を
着
実
に
進
め
ま
す
。

　

本
年
は
、
明
治
元
年
か
ら
起
算
し
て
満
１
５
０
年
に
当
た
り
ま
す
。

明
治
期
に
は
近
代
国
家
と
し
て
の
法
制
度
が
整
備
さ
れ
ま
し
た
が
、

そ
の
途
上
で
、
社
会
資
本
の
整
備
や
、
産
業
振
興
に
伴
う
木
材
需
要

の
増
加
に
よ
り
、
む
や
み
な
森
林
伐
採
が
各
地
で
行
わ
れ
、
森
林
の

荒
廃
の
結
果
発
生
し
た
山
地
災
害
や
水
害
を
防
ぐ
た
め
、
保
安
林
制

度
等
を
定
め
た
森
林
法
が
明
治
30
年
４
月
に
公
布
さ
れ
ま
し
た
。
そ

の
後
の
百
年
超
の
間
に
、
戦
後
復
興
時
の
造
林
、
高
度
成
長
期
の
住

宅
需
要
増
に
対
応
し
た
外
国
産
材
の
輸
入
増
な
ど
森
林
を
め
ぐ
る
社

会
情
勢
の
変
化
等
を
経
て
、
平
成
13
年
に
森
林
の
多
面
的
機
能
を
重

視
し
た
森
林
・
林
業
基
本
法
が
公
布
・
施
行
さ
れ
る
な
ど
法
制
度
も

変
遷
し
て
き
ま
し
た
。
温
暖
化
防
止
対
策
と
し
て
間
伐
が
重
要
視
さ

れ
て
き
た
一
方
で
、
過
去
に
例
を
見
な
い
程
に
森
林
資
源
が
充
実
し

た
今
日
、
主
伐
後
の
再
造
林
を
通
じ
た
森
林
資
源
の
循
環
の
確
立
と

い
う
新
た
な
課
題
に
直
面
し
て
い
ま
す
。

　

森
林
環
境
税
（
仮
称
）
の
創
設
、
本
年
前
半
に
予
定
し
て
い
る
新

た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
の
法
案
審
議
な
ど
、
明
治
１
５
０
年
の
節

目
の
年
に
、
森
林
・
林
業
界
は
新
た
な
制
度
的
枠
組
み
の
下
で
、
大

き
な
改
革
に
挑
む
こ
と
に
な
り
ま
す
。
前
の
世
代
か
ら
受
け
継
い
で

き
た
伝
統
的
手
法
を
維
持
し
つ
つ
、
新
た
な
時
代
の
課
題
に
応
え
た

改
革
を
着
実
か
つ
果
敢
に
実
行
す
る
こ
と
に
よ
り
、
貴
重
な
森
林
資

源
を
後
世
に
伝
え
る
我
々
の
使
命
を
果
た
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま

す
。

　

全
国
の
森
林
・
林
業
の
発
展
と
、
関
係
者
の
皆
様
の
ま
す
ま
す
の

ご
健
勝
と
ご
発
展
を
祈
念
申
し
上
げ
ま
し
て
、
年
頭
の
ご
挨
拶
と
さ

せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

林野庁長官

沖
おき

 修
しゅうじ

司

年頭あいさつ
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新
た
な

森
林
管
理
シ
ス
テ
ム

　
林
野
庁
で
は
、
林
業
の
成
長
産
業
化
と
森
林
資
源
の
適
切
な
管
理
を
推
進
す

る
た
め
「
新
た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
」
の
検
討
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

国
内
の
森
林
は
、
戦
後
や
高
度
経
済
成
長

期
に
植
栽
さ
れ
た
ス
ギ
や
ヒ
ノ
キ
な
ど
の
人

工
林
が
大
き
く
育
ち
、
木
材
と
し
て
利
用
可

能
な
時
期
を
迎
え
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
こ

れ
ま
で
の
、「
森
林
を
育
て
る
」だ
け
で
は
な

く
、「
木
材
と
し
て
伐
っ
て
、
住
宅
な
ど
に

使
っ
て
、
伐
っ
た
後
に
は
再
び
植
栽
を
す
る
」

と
い
う
、
新
た
な
時
代
が
や
っ
て
き
ま
す
。

　

し
か
し
、
現
状
で
は
、
木
材
と
し
て
活
用

で
き
る
適
齢
期
の
人
工
林
で
利
用
さ
れ
て
い

る
の
は
、
毎
年
増
加
す
る
資
源
の
４
割
程
度

で
、
資
源
が
十
二
分
に
活
用
さ
れ
て
い
る
と

は
言
え
な
い
状
況
で
す
。

　

ま
た
、
手
入
れ
が
行
き
届
か
ず
、
国
土
の

保
全
や
水
源
の
涵
養
、
地
球
温
暖
化
防
止
な

ど
の
森
林
の
公
益
的
機
能
が
十
分
に
発
揮
さ

れ
て
い
な
い
状
況
も
見
受
け
ら
れ
ま
す
。
林

野
庁
が
市
町
村
を
対
象
に
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
で
は
、
約
８
割
の
市
町
村
が
、
管
内

の
人
工
林
（
民
有
林
）
は
手
入
れ
が
不
足
し

て
い
る
と
回
答
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
と
な
っ
て
い
る
原
因
の

一
つ
は
、
我
が
国
の
森
林
の
所
有
が
小
規
模
・

分
散
的
で
、
効
率
的
な
林
業
経
営
が
難
し
く

な
っ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
多
く
の
森
林
所

有
者
が
林
業
経
営
へ
の
意
欲
を
失
い
、
充
実

し
た
人
工
林
資
源
を
伐
っ
て
有
効
に
活
用
し

よ
う
と
の
意
向
が
低
い
こ
と
で
す
。

　

そ
の
一
方
で
、多
く
の
林
業
経
営
者
は
、経

営
規
模
を
拡
大
し
た
い
と
の
意
向
が
あ
る
も

の
の
、実
現
で
き
な
い
理
由
と
し
て
、「
事
業
地

の
確
保
が
困
難
」で
あ
る
こ
と
や
、「
路
網
が
未

整
備
」、「
資
本
装
備（
林
業
機
械
）の
更
新
が
困

難
」で
あ
る
こ
と
な
ど
を
挙
げ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
森
林
所
有
者
と
林
業
経
営

者
と
の
間
に
は
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
生
じ
て
い
ま

す
。
こ
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
を
解
消
し
、
経
営
意

欲
を
持
て
ず
に
い
る
森
林
所
有
者
の
方
か
ら
、

意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者
の
方
に
森

林
業
改
革

意欲が高い 16％

意欲が低い 84％

伐採の
意向なし
71％

市町村内の
人工林は

手入れ不足と認識

十分に行き届いている
1%

16%

46%

37%

８割

どちらかと言えば
行き届いている

手入れ不足が
目につく

全般的に
手入れが
遅れている

約５割に達する見込み
（平成32年度末）

（万ha） 

（齢級） 

木材として
活用できる
適齢期

200

150

100

50

0
1

（1～5年生）
5

（21～25年生）
10

（46～50年生）
15

（70～75年生）
19＋

（91年生以上）

10～50ha
9.1万戸
（11%）

50～100ha
0.7万戸
（1%）

100ha以上
0.4万戸
（0.4%）

林家数
（83万戸）

所有面積10ha未満 87％

1～5ha
61.7万戸
（74%）

5～10ha
11.1万戸
（13%）
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経営意欲が
低い所有者の
伐採の意向

新
た
な
仕
組
み
が

必
要
な
背
景

人工林の齢級別面積

整備の行き届いていない
森林

十二分に
活用できていない資源

市町村の８割が、
管内の人工林（民有林）は
手入れ不足という回答

適齢期の人工林で
利用されているのは

毎年増加する資源の４割程度

活用できる
資源が充実！

森林所有者の経営意欲森林の所有面積別の林家数



林
を
預
け
、
林
業
経
営
を
行
っ
て
も
ら
う
仕

組
み
が「
新
た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
」で
す
。

　

現
在
、
検
討
を
進
め
て
い
る
「
新
た
な
森

林
管
理
シ
ス
テ
ム
」
で
は
、

①	

森
林
所
有
者
は
、自
ら
所
有
す
る
森
林
に
つ

い
て
、適
切
な
経
営
や
管
理
を
行
う
責
務
が

あ
る
と
い
う
こ
と
を
明
確
化
し
た
上
で
、

②	

森
林
所
有
者
が
自
ら
管
理
で
き
な
い
場
合

に
は
、
所
有
す
る
森
林
を
市
町
村
に
預
け

て
い
た
だ
き
、

③	

市
町
村
は
、
預
か
っ
た
森
林
を
、
意
欲
と

能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者
に
繋
ぎ
、
林
業

経
営
の
集
積
・
集
約
化
を
進
め
る
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。

④	

一
方
、
自
然
的
条
件
が
悪
く
、
林
業
経
営

に
適
さ
な
い
森
林
等
に
つ
い
て
は
、
市

町
村
が
管
理
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
市
町
村
が
公
的
管
理
を
行
う
費
用

に
つ
い
て
は
、
創
設
が
決
ま
っ
た
森
林
環

境
譲
与
税
（
仮
称
）
の
一
部
を
活
用
す
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、「
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営

者
」
と
は
、
た
だ
木
を
伐
る
だ
け
で
は
な
く
、

伐
っ
た
後
に
は
再
び
植
栽
し
て
育
て
る
と
い

う
循
環
的
な
林
業
経
営
を
行
え
る
こ
と
、
森

林
所
有
者
や
林
業
従
事
者
の
所
得
を
向
上
さ

せ
る
た
め
、
高
い
生
産
性
と
収
益
性
を
実
現

で
き
る
林
業
経
営
者
の
方
々
を
想
定
し
て
い

ま
す
。
さ
ら
に
、
こ
の
よ
う
な
林
業
経
営
者

の
方
々
が
、
林
業
経
営
や
森
林
管
理
を
行
い

や
す
く
す
る
た
め
の
基
盤
整
備
と
し
て
、
シ

ス
テ
ム
を
導
入
し
た
地
域
を
中
心
に
、
路
網

整
備
や
高
性
能
林
業
機
械
の
導
入
等
の
支
援

を
集
中
的
に
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

あ
わ
せ
て
、
森
林
所
有
者
が
不
明
な
森
林

の
存
在
も
課
題
に
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

共
有
林
に
お
い
て
森
林
所
有
者
の
一
部
が
不

明
な
場
合
に
は
、
簡
易
な
手
続
き
で
市
町
村

へ
森
林
管
理
を
委
託
で
き
る
よ
う
に
す
る
措

置
を
あ
わ
せ
て
検
討
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
「
新
た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ

ム
」
の
導
入
は
、
森
林
資
源
を
適
切
に
管
理

し
、
地
球
温
暖
化
防
止
や
災
害
防
止
な
ど
森

林
の
公
益
的
機
能
の
維
持
増
進
に
寄
与
す
る

も
の
で
す
。

　

ま
た
、
安
定
的
に
木
材
を
供
給
し
、
川
中
・

川
下
の
関
係
者
と
と
も
に
木
材
に
付
加
価
値

を
つ
け
て
有
効
に
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、

林
業
を
成
長
産
業
化
し
、
地
域
経
済
の
活
性

化
や
雇
用
の
創
出
、
ひ
い
て
は
地
方
創
生
の

実
現
に
も
寄
与
す
る
も
の
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

林
野
庁
で
は
、
新
た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ

ム
の
構
築
、
森
林
環
境
税
（
仮
称
）
の
活
用

と
い
う
改
革
を
通
じ
て
、
林
業
の
成
長
産
業

化
と
森
林
資
源
の
適
切
な
管
理
を
進
め
て
ま

い
り
ま
す
。

新たな森林管理システム
林業改革

!

森林所有者

経営・管理を
委託

経営・管理を
再委託

林業経営に
適した森林

林業経営に
適さない森林

意欲と能力のある
林業経営者

森林環境譲与税の
一部を活用

市町村
市町村が自ら管理

規模縮小したい、
やめたい、無回答

規模拡大したい
70％

現状維持
したい
26％

4
％

事業地確保が困難

25.5%

路網が未整備

資本装備（林業機械）
更新が困難

37.9%

25.0%

■林道等
■作業道等

日 本

（m/ha）
120
100
80
60
40
20
0 オーストリア ドイツ

（旧西ドイツ）

8
13

45

44
64

54
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新
た
な

森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
と
は

シ
ス
テ
ム
導
入
の

効
果
に
つ
い
て

今後の経営規模に
関する意向 事業を行う上での課題 路網密度の諸外国との比較

新たな
森林管理システム

※複数回答可

※システムを導入した地域を中心に、路網整備や機械の導入を支援



　平成 30 年度の税制改正については、平成 29 年 12 月 22 日に『平成 30 年度税制改正の大綱』
が閣議決定されました。
　林野庁関係の改正事項は、主に次のとおりです。

平成30年度林野庁税制改正事項

〔新規・拡充事項〕
○	森林吸収源対策に係る地方財源を確保するため、次期通常国会における森林関連法令の見直しを踏まえ、森林環境

税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）を創設する。
○	木質バイオマス発電設備等の再生可能エネルギー発電設備等の取得等をした場合に、取得価額の 20％の特別償却

ができることとする。【所得税・法人税】
※	エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却又は税額の特別控除（グリーン投資減税）は、廃止

する。
〔延長事項〕
○	山林所得に係る森林計画特別控除（収入金額の 20％控除等）の適用期限を２年延長する。【所得税】
○	軽油引取税の課税免除の特例措置（林業、木材加工業、木材市場業、バーク堆肥製造業）の適用期限を３年延長す

る。【軽油引取税】

森林吸収源対策の財源確保について
　わが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るための地方財源を安定的に確保する観点から、

『平成 30 年度税制改正の大綱』では、市町村が実施する森林整備等に必要な財源に充てるため、平成 31 年度
税制改正において、森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）を創設することとされました。
　大綱に示された内容は、次のとおりです。

『平成 30 年度税制改正の大綱』（平成 29 年 12 月 22 日閣議決定）（抜粋）
一　個人所得課税

（備考）森林吸収源対策に係る地方財源の確保
　次期通常国会における森林関連法令の見直しを踏まえ、平成 31 年度税制改正において、以下を内容とする
森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）を創設する。

（１）森林環境税（仮称）の創設
①	基本的な仕組み

イ	 納税義務者等
　	 森林環境税（仮称）は、国内に住所を有する個人に対して課する国税とする。
ロ	 税率
	 森林環境税（仮称）の税率は、年額 1,000 円とする。
ハ	 賦課徴収
	 森林環境税（仮称）の賦課徴収は、市町村において、個人住民税と併せて行うこととする。
ニ	 国への払い込み
	 市町村は、森林環境税（仮称）として納付又は納付された額を都道府県を経由して国の交付税及び譲与

税配付金特別会計に払い込むこととする。
②	施行期日
　森林環境税（仮称）は、平成 36 年度から課税する。
③	その他
　個人住民税に準じて非課税の範囲、減免、納付・納入、罰則等に関する所要の措置を講ずる。
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（２）森林環境譲与税（仮称）の創設
①	基本的な仕組み

イ	 森林環境譲与税（仮称）
	 森林環境譲与税（仮称）は、森林環境税（仮称）の収入額に相当する額とし、市町村及び都道府県に対して譲

与する。
ロ	 譲与基準

（イ）	森林環境譲与税（仮称）の 10 分の９に相当する額は、市町村に対し、当該額の 10 分の５の額を
私有林人工林面積で、10 分の２の額を林業就業者数で、10 分の３の額を人口で按分して譲与する。

（ロ）	森林環境譲与税（仮称）の 10 分の１に相当する額は、都道府県に対し、市町村と同様の基準で按
分して譲与する。

（注）私有林人工林面積は、林野率により補正する。

ハ	 使途及び公表
（イ）	市町村は、森林環境譲与税（仮称）を、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓

発等の森林整備及びその促進に関する費用に充てなければならないこととする。
（ロ）	都道府県は、森林環境譲与税（仮称）を、森林整備を実施する市町村の支援等に関する費用に充て

なければならないこととする。
（ハ）	市町村及び都道府県は、森林環境譲与税（仮称）の使途等を公表しなければならないこととする。

②	施行期日
　森林環境譲与税（仮称）は、平成 31 年度から譲与する。

（３）創設時の経過措置
①		平成 31 年度から平成 35 年度までの間における森林環境譲与税（仮称）は、交付税及び譲与税配付金特別会

計における借入金をもって充てることとし、各年度における借入金の額及び譲与額は次のとおりとする。

②		平成 36 年度から平成 44 年度までの間における森林環境譲与税（仮称）は、森林環境税（仮称）の収入額
から借入金の償還金及び利子の支払に要する費用等に相当する額を控除した額に相当する額とし、各年度に
おける借入金の償還額は次のとおりとする。

③		平成 31 年度から平成 44 年度までの間における森林環境譲与税（仮称）の市町村及び都道府県への譲与割合
は、次のとおりとする。

（４）その他
　その他所要の措置を講ずる。

　林野庁では、林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を両立させるため、新たな森林管理システムの構築
に向けて、通常国会に関連法案を提出すべく準備を進めています。森林環境税は、このうち市町村が実施する
森林整備等に必要な財源に充てることとしており、国民の皆様からいただく貴重な財源を活かして、森林整備
等を着実に進め、その成果をしっかりと示すことができるよう、地方自治体や森林・林業関係者とともに取り
組んでまいります。

（注）	 借入金の額には、当該年度における
利子の支払に要する費用等に相当す
る額を加算する。

（注１）	 平成 36 年度においては、借入金の
償還は行わない。

（注２）	 償還額には、平成 31 年度から平成
35 年度までの利子の支払に要した
費用等に相当する額を各年度の借
入金の償還額に応じて加算する。
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期　　間 借入金の額及び譲与額
平成 31 年度から平成 33 年度まで 200 億円

平成 34 年度及び平成 35 年度 300 億円

期　　間 償還額
平成 37 年度から平成 40 年度まで 200 億円

平成 41 年度から平成 44 年度まで 100 億円

期　　間 市町村 都道府県
平成 31 年度から平成 36 年度まで 100分の80 100分の20

平成 37 年度から平成 40 年度まで 100分の85 100分の15

平成 41 年度から平成 44 年度まで 100分の88 100分の12



　

去
る
12
月
22
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
平
成
29
年
度
補
正
予
算
と
平
成
30
年
度
当
初
予
算

政
府
案
（
一
般
会
計
）
に
つ
い
て
、
林
野
庁
関
係
分
の
概
要
を
ご
紹
介
い
た
し
ま
す
。

　

平
成
30
年
度
当
初
予
算
（
総
額
２
，９
９
７
億
円
）
に
つ
い
て
は
、予
算
事
情
が
厳
し
い
中
で
、公
共
予
算
は
、

森
林
整
備
、
治
山
事
業
の
い
ず
れ
も
前
年
度
同
額
を
確
保
し
て
計
１
，
９
０
０
億
円
、
非
公
共
予
算
は
新
規

計
上
し
た
林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策
（
２
３
５
億
円
）
な
ど
に
よ
り
対
前
年
度
で
大
幅
な
額
の
上
積
み
を

し
て
計
１
，０
９
７
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
平
成
29
年
度
補
正
予
算
に
つ
い
て
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
・
日
Ｅ
Ｕ
・

Ｅ
Ｐ
Ａ
対
策
、
防
災
・
減
災
対
策
の
強
化
に
必
要
な
額
を
確
保
し
て
計
８
６
２
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

主
要
事
業
ご
と
の
ポ
イ
ン
ト
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

　

平
成
30
年
度
当
初
予
算

１ 

林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策【
２
３
５
億
円（
－
）】　

　

農
林
水
産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン（
平
成
29
年
12
月
８
日
改
訂
）

で
示
さ
れ
た
「
新
た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
」
の
下
で
、
森
林
の
経
営
・

管
理
を
集
積
・
集
約
化
し
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
体
を
育
成

す
る
た
め
、
川
上
・
川
中
・
川
下
の
施
策
を
総
合
的
に
実
施
し
ま
す
。

　

川
上
に
お
い
て
は
、
路
網
整
備
・
機
械
導
入
等
を
重
点
的
に
支
援

す
る
こ
と
で
意
欲
と
能
力
の
あ
る
経
営
体
の
生
産
コ
ス
ト
削
減
を
図

る
ほ
か
、
川
中
に
お
い
て
は
、
川
上
・
川
下
と
の
間
の
直
接
取
引
を

促
し
、
加
工
・
流
通
コ
ス
ト
削
減
を
図
り
ま
す
。

　

注
目
す
べ
き
事
業
と
し
て
は
、
主
伐
・
再
造
林
対
策
と
し
て
、
新
た

に
全
木
集
材
、
再
造
林
と
の
一
貫
作
業
へ
の
支
援
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、

路
網
整
備
に
つ
い
て
は
本
対
策
（
非
公
共
）
と
併
せ
て
、
森
林
整
備
事

業
（
公
共
（
成
長
産
業
化
路
網
枠
80
億
円
））
も
活
用
し
て
支
援
し
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
ス
マ
ー
ト
林
業
の
推
進
の
た
め
、
①
リ
モ
ー
ト
セ
ン
シ

ン
グ
技
術
で
の
森
林
情
報
の
詳
細
把
握
や
、
②
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た

川
上
と
川
下
の
マ
ッ
チ
ン
グ
な
ど
先
進
的
な
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

　

川
下
に
お
い
て
は
、
川
上
の
生
産
拡
大
を
促
す
た
め
に
も
Ｊ
Ａ
Ｓ

無
垢
材
、 

Ｃ
Ｌ
Ｔ
の
調
達
費
の
一
部
支
援
な
ど
新
た
な
手
法
で
木
材

需
要
の
拡
大
を
図
る
こ
と
と
し
、
非
住
宅
分
野
を
中
心
に
他
建
材
か

ら
の
需
要
の
置
き
換
え
を
図
り
ま
す
。

２ 

森
林
・
林
業
人
材
育
成
対
策【
49
億
円（
－
）】

　

  

林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策【
２
３
５
億
円
の
内
数
】

　
「
緑
の
雇
用
」
事
業
に
よ
り
、
林
業
へ
の
就
業
前
の
青
年
に
対
す
る

給
付
金
の
支
給
や
、
新
規
就
業
者
を
現
場
技
能
者
に
育
成
す
る
研
修

を
引
き
続
き
集
中
的
に
支
援
し
ま
す
。

　

他
方
、
従
来
「
緑
の
雇
用
」
事
業
に
よ
り
実
施
し
て
き
た
現
場
管
理

平成30年度当初予算の概算決定TOPICS

01

平成30年度　林野庁関係予算（総括表）
平成 29 年 12 月

区分 平成 29 年度
当初予算額

平成 30 年度
概算決定額

（A）

（29 年度 2 次補正追加額）

補正額（B） A+B

億円 億円 億円 億円

公共事業費 1,900 1,900 521 2,421 

－ （100.0%） －

　一般公共事業費 1,800 1,800 320 2,120 

－ （100.0%） －

　　治山事業費 597 597 195 792 

－ （100.0%） －

　　森林整備事業費 1,203 1,203 125 1,328 
（うち成長産業化
路網枠）80

（うち TPP・日
EU 対策）60

－ （100.0%） －

　災害復旧等事業費 100 100 201 300 

－ （100.0%） －

非公共事業費
1,055 1,097 342 1,438 

－ （103.9%） －

　林業成長産業化総合対策
　（一部公共の成長産業化路網枠）

235
－

　合板・製材・集成材
　国際競争力強化対策
　（一部公共の TPP・日 EU 対策）

400
－

合  計
2,956 2,997 862 3,859 

－ （101.4%） －
（注）１	上記のほか、農山漁村地域整備交付金（917 億円の内数）及び農山漁村振興交付金（101 億円の内数）に、

林野関係事業を措置している。
　　  ２	（　）内の数字は対前年度比。
　　  ３	計数は、四捨五入のため合計とは一致しない場合がある。
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者
の
育
成
な
ど
に
つ
い
て
は
、
経
営
体
と
し
て
の
能
力
向
上
の
支
援
策

と
し
て
、
他
の
事
業
と
一
体
的
に
実
施
す
る
こ
と
で
高
い
効
果
を
上
げ

る
べ
く
、
林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策
の
中
に
位
置
づ
け
ま
す
。

３ 

森
林
・
山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策【
15
億
円（
17
億
円
）】

　

  

林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策【
２
３
５
億
円
の
内
数
】

　

地
域
住
民
等
に
よ
る
里
山
林
の
保
全
管
理
等
の
取
組
を
、
引
き
続

き
支
援
し
ま
す
。

　

こ
れ
に
加
え
て
、
地
域
の
自
伐
林
業
グ
ル
ー
プ
等
が
行
う
森
林
管

理
等
の
取
組
に
つ
い
て
も
、
将
来
的
に
地
域
に
お
け
る
林
業
経
営
の

集
積
・
集
約
化
に
資
す
る
と
の
観
点
か
ら
、
新
た
に
林
業
成
長
産
業

化
総
合
対
策
の
中
で
支
援
し
て
い
く
こ
と
に
し
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
補
正
予
算

１ 

合
板
・
製
材
・
集
成
材
国
際
競
争
力
強
化
対
策〈
一
部
公
共
〉

【
29
補
正
：
４
０
０
億
円
】

　

こ
れ
ま
で
Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
策
と
し
て
実
施
し
て
き
た
合
板
・
製
材
生
産

性
強
化
対
策
（
27
補
正
：
２
９
０
億
円
、
28
補
正
：
３
３
０
億
円
）

に
つ
い
て
、
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
対
策
と
し
て
の
位
置
づ
け
も
加
え
て
、

額
、
内
容
で
拡
充
し
て
い
ま
す
。

　

川
下
の
加
工
流
通
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
策
と
し
て
の

合
板
工
場
等
の
大
規
模
化
に
加
え
、
Ｅ
Ｕ
産
集
成
管
柱
に
対
抗
す
る
た

め
、
①
生
産
性
向
上
の
た
め
の
施
設
・
設
備
の
導
入
、
②
内
装
材
等
の

他
品
目
へ
の
転
換
に
よ
る
集
成
材
・
管
柱
生
産
の
地
域
内
で
の
再
編
を

支
援
し
ま
す
。
需
要
拡
大
策
も
新
た
に
行
い
、
Ｊ
Ａ
Ｓ
無
垢
材
、
Ｃ
Ｌ

Ｔ
の
調
達
費
の
一
部
支
援
や
輸
出
促
進
の
支
援
を
行
い
ま
す
。

　

川
上
の
対
策
と
し
て
は
、
管
柱
等
の
原
料
と
な
る
主
伐
材
の
供
給

に
対
応
し
た
路
網
と
土
場
の
一
体
的
な
整
備
等
も
支
援
し
ま
す
。

　意欲と能力のある経営体に森林の経営・管理を集積・集約化する新たな森林管理システムを構築することが見込まれる地域
を中心として、路網整備・機械導入を重点的に支援するほか、主伐・再造林の一貫作業の推進、川中・川下との連携強化、JAS
無垢材の利用拡大など、川上から川下までの取組を総合的に支援します。

川上 川中 川下
森林所有者 素材生産業者等 製材業者、合板業者等 木材需要者

（JAS無垢製材品等を製造する業者）

川上から川下までの連携による木材の安定供給や流通コストの削減

林業成長産業化地域創出モデル事業
・新たな森林管理システムを活用して先進的に取り組む地域をモデルとして支援

　川上・川下連携による成長産業化支援対策　【2,481百万円】

　ICT、人づくりによる成長産業化支援対策
・ICTの活用支援（需給マッチング、路網整備の効率化のための人材育成等）
・「緑の雇用」による施業現場の管理者の育成や労働安全対策

　森林整備事業
（成長産業化路網枠）【8,000百万円】

・木材を低コストで安定供給する体制を整備するため、意欲と能力のある経営体
等が行う設備投資等に対する融資を充実

林業・木材産業金融対策　【698百万円】

木材需要の創出・木材産業活性化対策
・新たな需要につながる非住宅分野を中心とした JAS無垢材、CLT等の利用促進
・高付加価値製品による海外需要の開拓
・CNFなどのマテリアル開発支援等

　林業・木材産業成長産業化促進対策　【12,290百万円】

〈持続的林業確立対策〉

新たな森林管理システムを構築する地域に対し重点的に支援

〈木材産業等競争力強化対策〉
意欲と能力のある経営体との連携を前提に支援

●路網整備
・	木材の搬出コストを低減するための

基盤整備
●高性能林業機械導入（購入、リース）
●搬出間伐の推進
●資源高度利用型施業
・	主伐時の全木集材、それと一貫して

行う再造林の実施
●コンテナ苗生産基盤施設等整備
・	造林のコスト削減に資するコンテナ

苗の安定供給

●意欲と能力のある経営体の育成
・主伐を行う素材生産業者等の規模拡大

等を支援
●森林整備地域活動支援交付金等
・	施業の集約化に向けた境界の明確化
・	地域の自伐林家等への支援
●林業成長産業化地域保全対策事業
・	山村地域の防災・減災対策
・	森林資源保全対策（鳥獣害、病虫害対

策等）

●木材加工流通施設等の整備
・	需要者ニーズに対応した木材製品の安定的・効率的な供給体制を構築
●木造公共建築物等の整備
・	CLTの活用など木材利用のモデル性が高い施設の木造化・木質化を重

点的に支援
●木質バイオマス利用促進施設の整備
・	地域連携の下で熱利用又は熱電併給に取り組む「地域内エコシステ

ム」を重点的に支援
●特用林産振興施設の整備
・	地域経済で重要な役割を果たすきのこのほだ場など特用林産物の生

産基盤等の整備を支援

民国連携

民国連携

民国連携

民国連携

工務店　建設会社　ハウスメーカー等
（需要の開拓に意欲のある者）

（意欲と能力のある経営体）

林業成長産業化総合対策 【平成 30年度予算概算決定額
23,470百万円】

連携 連携
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２ 

「
ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
」
利
用
推
進
事
業

【
29
補
正
：
２
億
円
】

　

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
（
合
法
伐
採
木
材
等
の
流
通
及
び
利
用
の
促

進
に
関
す
る
法
律
）
に
基
づ
く
木
材
関
連
事
業
者
の
登
録
が
昨
年
11

月
に
始
ま
っ
た
こ
と
も
踏
ま
え
、
合
法
性
確
認
に
資
す
る
生
産
国
の

関
連
情
報
の
収
集
や
登
録
促
進
の
た
め
の
取
組
を
実
施
し
ま
す
。

　

公
共
事
業（
30
年
度
当
初
、
29
年
度
補
正
共
通
）

１ 

森
林
整
備
事
業〈
公
共
〉

【
１
，２
０
３
億
円（
１
，２
０
３
億
円
）、
29
補
正
：
１
２
５
億
円
】

　

意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
体
や
同
経
営
体
が
森
林
の
経
営
・

管
理
を
集
積
・
集
約
化
す
る
地
域
に
対
し
、
間
伐
や
路
網
整
備
、
主

伐
後
の
再
造
林
等
を
重
点
的
に
支
援
し
ま
す
。

　

特
に
、
幹
線
と
な
る
林
道
を
新
た
に
支
援
す
る
ほ
か
、
伐
採
と
造

林
の
一
貫
作
業
シ
ス
テ
ム
、
列
状
間
伐
の
導
入
等
を
通
じ
た
森
林
整

備
の
低
コ
ス
ト
化
を
推
進
し
ま
す
。

２ 

治
山
事
業〈
公
共
〉

【
５
９
７
億
円（
５
９
７
億
円
）、
29
補
正
：
１
９
５
億
円
】

　

九
州
北
部
豪
雨
等
を
踏
ま
え
て
、
集
中
豪
雨
、
流
木
被
害
に
対
す

る
山
地
防
災
力
を
高
め
る
た
め
、
荒
廃
山
地
の
重
点
的
な
復
旧
・
予

防
対
策
、
総
合
的
な
流
木
対
策
の
強
化
等
に
よ
り
事
前
防
災
・
減
災

対
策
を
推
進
し
ま
す
。

　

九
州
北
部
豪
雨
等
を
受
け
て
緊
急
点
検
を
実
施
し
、
こ
れ
に
よ
り
選

定
し
た
全
国
約
１
，
２
０
０
地
区
に
お
い
て
、
林
野
庁
に
設
置
し
た
「
流

木
災
害
等
に
対
す
る
治
山
対
策
検
討
チ
ー
ム
」
の
中
間
取
り
ま
と
め
を

踏
ま
え
、
流
木
捕
捉
式
治
山
ダ
ム
の
設
置
等
の
総
合
的
な
流
木
対
策
を

推
進
し
ま
す
。

　林業・木材産業等関係者の参画により都道府県が作成する「体質強化計画」に基づき、生産・流通・加工
コストの一体的な削減のための取組等を支援し、合板・製材・集成材等の木材製品の国際競争力の強化を
図ります。

概 要

　　　　　合板・製材・集成材国際競争力強化対策 【平成 29年度補正予算額：
40,000百万円】

原木の低コスト供給対策

●	原木を安定的に供給するための間伐材生産
●	管柱等の原料となる主伐材供給にも対応し

た路網整備、高性能林業機械の導入

木材産業の体質強化対策

●	大規模・高効率化や低コスト化に向けた
加工・流通施設の整備

合板・集成材工場等 製材工場等
木材製品の消費拡大対策

●	非住宅分野を中心とした建築物における
JAS構造材※の消費拡大に向けた取組への
支援

	 ※ JAS格付実績が低位な、人工乾燥機械等級区
	 　分製材、２×４製材、CLT

体質強化計画に参画する意欲と能力ある経営体に対して都道府県経由で支援するとともに、消費拡大対策を実施

●	幹線となる林業生産基盤整備道等の路網
整備と搬出間伐の実施

森林整備事業（公共）

●	工場間連携や他品目への転換
を促進するための加工・流通
施設の整備

木材産業の体質強化対策

主伐材供給に
対応した路網

再編
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日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
妥
結
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
大
筋
合
意

TOPICS

02

　

昨
年
の
平
成
29
年
は
、
林
産
物
を
含
む
貿
易
交
渉
で
日
Ｅ

Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
妥
結
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
大
筋
合
意
と
い
う
２
つ
の
大

き
な
動
き
が
あ
り
ま
し
た
。

【
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
】

　

ま
ず
、
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
に
つ
い
て
は
、
平
成
25
年
４
月

か
ら
交
渉
を
開
始
し
、
我
が
国
の
農
林
水
産
業
の
再
生
産
を

確
保
す
る
た
め
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ビ
テ
ィ
に
十
分
配
慮
し
、
４

年
以
上
に
及
び
粘
り
強
く
交
渉
に
取
り
組
み
、
昨
年
12
月
８

日
に
交
渉
が
妥
結
し
ま
し
た
。

　

林
産
物
の
交
渉
に
当
た
っ
て
は
、
Ｅ
Ｕ
か
ら
の
輸
入
額
が

大
き
い
Ｓ
Ｐ
Ｆ
製
材
、
構
造
用
集
成
材
、
パ
ー
テ
ィ
ク
ル
ボ
ー

ド
・
Ｏ
Ｓ
Ｂ
、
Ｃ
Ｌ
Ｔ
を
含
む
そ
の
他
建
築
用
木
工
品
な
ど

の
10
品
目
が
、
Ｅ
Ｕ
側
の
関
心
の
高
い
主
要
品
目
と
し
て
厳

し
い
交
渉
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

中
で
も
、
Ｅ
Ｕ
が
強
い
関
心
を
有
す
る
構
造
用
集
成
材
と

パ
ー
テ
ィ
ク
ル
ボ
ー
ド
に
つ
い
て
は
、
即
時
撤
廃
の
回
避
に

向
け
た
交
渉
を
行
う
と
と
も
に
、
製
品
と
し
て
の
構
造
用
集

成
材
と
構
造
用
集
成
材
の
原
料
と
な
る
Ｓ
Ｐ
Ｆ
製
材
な
ど
の

品
目
で
、
製
品
と
原
料
の
扱
い
が
同
じ
と
な
る
よ
う
に
交
渉

を
行
い
ま
し
た
。

　

そ
の
結
果
、
輸
入
に
関
し
て
は
、
関
税
撤
廃
す
る
も
の
の
、

構
造
用
集
成
材
、
Ｓ
Ｐ
Ｆ
製
材
等
の
10
品
目
に
つ
い
て
は
、
2.2

～
6.0
％
の
現
行
関
税
の
即
時
撤
廃
を
回
避
し
、
７
年
の
段
階
的

削
減
を
経
て
、
８
年
目
に
撤
廃
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

輸
出
に
関
し
て
は
、
Ｅ
Ｕ
で
は
製
材
で
無
税
～
2.5
％
、
合

板
等
で
６
～
10
％
、
木
製
品
で
無
税
～
４
％
の
関
税
が
か
け

ら
れ
て
い
ま
す
が
、
交
渉
の
結
果
、
こ
れ
ら
の
関
税
は
、
全

て
即
時
撤
廃
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

【
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
】

　
「
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
」（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
）
に
つ
い

て
は
、
我
が
国
と
豪
州
、
ブ
ル
ネ
イ
、
カ
ナ
ダ
、
チ
リ
、
マ
レ
ー
シ

ア
、
メ
キ
シ
コ
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
ペ
ル
ー
、

米
国
、
ベ
ト
ナ
ム
の
12
か
国
で
、
平
成
28
年
２
月
４
日
に
署
名
が
行

わ
れ
ま
し
た
。
そ
の
後
、
米
国
が
離
脱
を
宣
言
し
、
そ
れ
に
対
し
て
、

米
国
以
外
の
11
か
国
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
の
早
期
発
効
を
追
求
す
る
た

め
の
議
論
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。
平
成
29
年
11
月
11
日
、ベ
ト
ナ
ム
・

ダ
ナ
ン
で
開
催
さ
れ
た
閣
僚
会
合
に
お
い
て
「
包
括
的
及
び
先
進
的

な
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
」（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
協
定
）
に
つ

い
て
大
筋
合
意
に
達
し
た
こ
と
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ

11
は
、
知
的
財
産
関
連
な
ど
一
部
の
規
定
を
凍
結
し
た
も
の
の
、
関

税
の
撤
廃
・
削
減
等
を
規
定
す
る
物
品
の
市
場
ア
ク
セ
ス
等
に
つ
い

て
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
内
容
を
維
持
し
た
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

個別品目の交渉結果

2014 2015 2016 主な輸出先
木材・

木材製品 590 577 528 英国、オランダ、
ドイツ、フランス

主
な
品
目

丸太 - 0.5 0.5 フランス、ドイツ

製材 9 14 8 ドイツ、フランス、
イタリア

合板等 89 5 3 英国、ベルギー、
フランス

木製品（小像、
食器、建具等） 455 510 503 英国、オランダ、

ドイツ、フランス

近年の輸出額（百万円）

EU への輸出

個別品目 現行関税率 合意内容
製材 無税〜 2.5％ 即時撤廃

合板等 6％〜 10％ 即時撤廃
木製品

（小像、食器、建具等） 無税〜 4％ 即時撤廃

EU からの輸入

●構造用集成材、SPF 製材等の林産物 10 品目について、関税撤廃
するものの、即時撤廃を回避し、一定の撤廃期間を確保（7 年の段
階的削減を経て 8 年目に撤廃）。

主な現行関税率：5% ～ 6%（パーティクルボード , OSB）、4.8%（SPF 製材）、
3.9%（構造用集成材） 

日EU ・EPA における林産物交渉の結果

主な林産物 10 品目について

品 目 イメージ 主な用途 関税率

ＥＵから
の輸入額 
( 億円 )

2012-14 
平均 

ＳＰＦ製材
（トウヒ、マツ、モミ） 住宅資材（集成材原料ラミナ） 4.8 880 

構造用集成材 住宅用構造材（柱、梁等）、
大規模建築物への利用も可能 3.9 309 

パーティクルボード・
ＯＳＢ

家具用（組立家具、キャビネッ
ト等）、建築用（屋根、床や

壁などの下地材等）
5.0〜6.0 86 

加工木材 床材、壁面など 3.6〜5.0 27

くい及びはり 建築物の柱及び梁 3.9 18

その他建築用木工品
（ＣＬＴを含む）

柱､ 梁､ 桁など､ 構造物の耐
力部材（ＣＬＴは大規模建築

物の床や壁など）
3.9 17 

たる・おけ 樽など 2.2 11

造作用集成材 階段、壁面、カウンター、床
材など 6.0 9

針葉樹合板 建築用（屋根、床や壁などの
下地材等） 6.0 4

広葉樹合板 家具用（組立家具、キャビネッ
ト等） 6.0 3

計 2.2〜6.0 1,362
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⒈ 

は
じ
め
に

　

２
０
１
７
年
11
月
６
日
か
ら
17
日
ま
で
、
ド
イ
ツ
の
ボ
ン

で
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
23
回
締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
23
）

が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
今
回
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
の
議
長
は
フ
ィ
ジ
ー

で
、
地
球
温
暖
化
に
よ
る
海
水
面
の
上
昇
で
危
機
に
瀕
し
て

い
る
小
島
嶼
国
が
初
め
て
Ｃ
Ｏ
Ｐ
の
舵
取
り
を
す
る
こ
と
と

な
り
ま
し
た
。
そ
の
最
大
の
焦
点
は
、
今
世
紀
の
末
ま
で
に

気
温
の
上
昇
を
２
度
、
で
き
れ
ば
１
・
５
度
に
抑
え
る
こ
と
を

目
標
と
す
る
パ
リ
協
定
の
、
い
わ
ゆ
る
「
ル
ー
ル
ブ
ッ
ク
」

の
作
成
の
促
進
で
す
。
パ
リ
協
定
は
２
０
２
０
年
以
降
の
、

先
進
国
も
途
上
国
も
含
め
た
全
て
の
国
が
参
加
す
る
気
候
変

動
対
策
の
枠
組
で
す
が
、
そ
の
細
か
い
ル
ー
ル
に
つ
い
て
は

今
年
（
２
０
１
８
年
）
12
月
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
24
で
決
定
す
る
こ
と

に
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
今
回
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
23
で
は
、
そ
れ

に
向
け
て
の
議
論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

 2. 
今
次
会
合
の
結
果

①
パ
リ
協
定
の
「
ル
ー
ル
ブ
ッ
ク
」
の
作
成
の
促
進

　

２
０
１
６
年
の
パ
リ
協
定
の
発
効
に
先
立
ち
、
各
国
は
気

候
変
動
の
原
因
と
な
る
、
二
酸
化
炭
素
な
ど
の
温
室
効
果
ガ

ス
の
排
出
削
減
目
標
（
Ｎ
Ｄ
Ｃ
）
を
提
出
し
て
お
り
、日
本
も
、

２
０
３
０
年
度
の
削
減
目
標
を
２
０
１
３
年
度
比
26
％
減
と

し
、
こ
の
う
ち
２
・
０
％
を
森
林
吸
収
量
で
確
保
す
る
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
途
上
国
で
の
対
策
実
施
を
通
じ
た
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
・
吸
収
や
、
こ
れ
に
関
す
る
技
術
開

発
の
推
進
、
普
及
、
人
材
育
成
等
の
国
際
貢
献
に
も
取
り
組

む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
Ｎ
Ｄ
Ｃ
を
各
国
が
策
定
・

更
新
し
、
そ
の
進
捗
状
況
を
報
告
し
た
り
、
世
界
的
な
進
捗

気候変動枠組条約
COP23の概要

TOPICS

03

状
況
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
も
の
が
「
ル
ー
ル
ブ
ッ
ク
」

で
す
。

　

Ｃ
Ｏ
Ｐ
の
交
渉
で
は
、
こ
れ
ま
で
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出

の
責
任
や
経
済
的
技
術
的
支
援
の
必
要
性
を
め
ぐ
っ
て
先
進

国
と
途
上
国
が
し
ば
し
ば
対
立
し
て
き
ま
し
た
。
こ
の
対
立

を
乗
り
越
え
て
全
て
の
国
が
排
出
削
減
に
取
り
組
む
こ
と
に

合
意
し
た
の
が
パ
リ
協
定
で
す
が
、
今
回
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
で
は
、

ル
ー
ル
を
巡
っ
て
経
済
的
技
術
的
能
力
の
違
い
に
応
じ
た
差

異
を
求
め
る
途
上
国
と
先
進
国
と
の
意
見
の
隔
た
り
が
見
ら

れ
ま
し
た
。

COP23 のシンボルとして会場に設置されたフィジーの木製カヌー
Photo by IISD/Kiara Worth （enb.iisd.org/climate/cop23/enb/9nov.html）

COP23 の交渉会場の様子
Photo by IISD/Kiara Worth （enb.iisd.org/climate/cop23/enb/17nov.html）
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そ
れ
で
も
、
各
国
が
な
ん
と
か
議
論
を
進
め
よ
う
と
努
力

し
た
結
果
、
主
要
な
議
題
ご
と
に
ま
ず
は
各
国
の
主
張
を
盛

り
込
ん
だ
非
公
式
文
書 

が
作
成
さ
れ
ま
し
た
。

　

非
公
式
文
書
は
全
議
題
で
３
０
０
頁
程
度
に
及
ぶ
も
の
で

あ
り
、
森
林
吸
収
源
や
開
発
途
上
国
の
森
林
減
少
及
び
劣
化

に
由
来
す
る
排
出
の
削
減
等
（
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
）
の
取
扱
い
に

つ
い
て
も
各
国
の
主
張
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
だ
先
は

長
い
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
が
、
そ
れ
で
も
２
０
１
８
年

の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
24
で
の
「
ル
ー
ル
ブ
ッ
ク
」
の
合
意
に
向
け
て
の

道
筋
は
見
え
て
き
ま
し
た
。

②
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
の
効
果
的
な
実
施
の
た
め
調
整
等

　

パ
リ
協
定
の
実
施
指
針
以
外
の
議
題
に
お
い
て
は
、
緑
の
気

候
基
金
（
Ｇ
Ｃ
Ｆ
）
よ
り
、
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
活
動
に
お
い
て
実
現

し
た
排
出
削
減
量
へ
の
支
払
い
（
成
果
支
払
い
）
に
つ
い
て
10

月
の
理
事
会
で
実
施
ル
ー
ル
が
決
定
さ
れ
、
今
後
最
大
５
億
米

ド
ル
（
ト
ン
当
た
り
５
米
ド
ル
）
の
資
金
が
２
０
２
２
年
ま
で

の
パ
イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
拠
出
さ
れ
る
こ
と
が
合
意
さ

れ
た
旨
、報
告
が
あ
り
ま
し
た
。こ
れ
は
過
去
10
年
来
に
わ
た
っ

て
議
論
さ
れ
て
き
た
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
の
実
施
ル
ー
ル
に
関
す
る
国

際
的
な
議
論
を
締
め
く
く
る
最
も
重
要
な
決
定
と
な
り
ま
す
。

当
該
決
定
も
踏
ま
え
、
今
般
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
で
は
、
新
た
な
組
織
・

制
度
の
必
要
性
等
、
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
の
効
果
的
な
実
施
の
た
め
の

支
援
の
調
整
に
関
す
る
議
題
に
つ
い
て
交
渉
が
行
わ
れ
ま
し
た

が
、
途
上
国
と
先
進
国
の
意
見
が
ま
と
ま
ら
ず
次
回
会
合
に
持

ち
越
し
と
な
り
ま
し
た
。

⒊ 
日
本
の
取
組
の
発
信
等

　

Ｃ
Ｏ
Ｐ
23
の
会
場
は
大
き
く
二
つ
に
分
か
れ
、
交
渉
会
場
は

ボ
ン
国
際
会
議
場
を
中
心
と
し
た
「
ブ
ラ
・
ゾ
ー
ン
」（「
ブ
ラ
」

は
フ
ィ
ジ
ー
語
の
挨
拶
）
で
あ
る
一
方
、ラ
イ
ン
川
沿
い
の
「
ラ

イ
ナ
ウ
エ
公
園
」
の
中
に
位
置
す
る
「
ボ
ン
・
ゾ
ー
ン
」
で
は

様
々
な
サ
イ
ド
イ
ベ
ン
ト
が
開
催
さ
れ
、
参
加
者
は
シ
ャ
ト
ル

バ
ス
、
電
気
自
動
車
や
自
転
車
を
使
っ
て
行
き
来
し
ま
し
た
。

 　

林
野
庁
で
も
森
林
研
究
・
整
備
機
構
等
と
、「
熱
帯
地
域

の
マ
ン
グ
ロ
ー
ブ
が
有
す
る
気
候
変
動
の
緩
和
及
び
適
応
に

対
す
る
役
割
や
可
能
性
」
や
、「
民
間
セ
ク
タ
ー
と
の
連
携
を

通
じ
た
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
の
推
進
」
を
テ
ー
マ
と
し
た
サ
イ
ド
イ

ベ
ン
ト
を
共
催
し
、
牧
元
次
長
等
が
我
が
国
の
取
組
や
支
援

を
発
信
し
、
国
際
機
関
や
各
国
か
ら
の
参
加
者
と
の
意
見
交

換
や
交
流
を
深
め
ま
し
た
。

REDD+ に係る非公式会合の模様
Photo by IISD/Kiara Worth （enb.iisd.org/climate/cop23/enb/11nov.html）

会場の移動にはレンタル自転車も多く使われた
Photo by IISD/Kiara Worth （enb.iisd.org/climate/cop23/enb/17nov.html）

⒋ 

今
後
の
見
通
し

　

今
後
は
、
パ
リ
協
定
の
目
標
の
達
成
に
向
け
て
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ

23
で
の
合
意
に
基
づ
き
、
全
体
の
努
力
の
進
捗
を
確
認
す
る

た
め
の
促
進
的
対
話
と
し
て
、
２
０
１
８
年
１
月
か
ら
「
タ

ラ
ノ
ア 

対
話
」（「
タ
ラ
ノ
ア
」
は
透
明
性
、
包
摂
性
、
調
和

を
意
味
す
る
フ
ィ
ジ
ー
語
）
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
パ
リ

協
定
の
「
ル
ー
ル
ブ
ッ
ク
」
に
つ
い
て
は
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
24
で
の

合
意
を
目
指
し
、
引
続
き
毎
年
春
に
開
催
さ
れ
る
補
助
機
関

会
合
や
、
そ
の
後
Ｃ
Ｏ
Ｐ
24
ま
で
の
間
に
開
催
が
必
要
と
さ

れ
て
い
る
追
加
会
合
で
、
今
回
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
23
の
成
果
を
踏
ま

え
た
議
論
を
進
め
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

13 2018.1 No.130   林野



日田市

延岡市

日向市

大隈地域

「
林
業
成
長
産
業
化
地
域
」

の
選
定

　
平
成
29
年
４
月
28
日
、
林
野
庁
が
今
年
度

か
ら
実
施
す
る「
林
業
成
長
産
業
化
地
域
創
出

モ
デ
ル
事
業
」の「
林
業
成
長
産
業
化
地
域
」に
、

「
延
岡・日
向
地
域
」が
選
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
事
業
で
は
、
森
林
資
源
の
利
活
用
を

通
し
て
、
多
く
の
雇
用
や
経
済
価
値
を
生
み

出
そ
う
と
す
る
地
域
を
「
林
業
成
長
産
業
化

地
域
」
と
し
て
選
定
し
、
そ
の
地
域
が
掲
げ

る
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
現
に
向
け
、
ソ
フ
ト
面
で

の
対
策
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
ソ
フ
ト
対

策
と
一
体
的
に
行
う
、
木
材
加
工
流
通
施
設

な
ど
の
施
設
整
備
を
優
先
的
に
採
択
す
る
な

ど
、
重
点
的
な
支
援
が
行
わ
れ
る
も
の
で
す
。

　
平
成
29
年
１
月
か
ら
２
月
に
か
け
て
林
野

庁
か
ら
公
募
が
あ
っ
た
も
の
で
、
外
部
有

識
者
に
よ
る
委
員
会
で
の
審
査
等
を
踏
ま
え
、

応
募
し
た
全
国
45
地
域
の
中
か
ら
、
宮
崎
県

の
「
延
岡
・
日
向
地
域
」
を
含
む
16
地
域
が

選
定
さ
れ
ま
し
た
（
図
―
１
）。

　
こ
の
中
か
ら
、
伐
採
が
増
加
す
る
な
ど
林

業
・
生
産
活
動
が
国
内
で
最
も
活
発
な
地
域

の
一
つ
で
あ
る
延
岡
市
及
び
日
向
市
の
取
組

を
紹
介
し
ま
す
。

延
岡
市
及
び
日
向
市
の

連
携
に
よ
る
応
募

　
両
市
で
は
、循
環
型
林
業
の
確
立
に
向
け
て
、

再
造
林
の
推
進
や
担
い
手
の
確
保
な
ど
の
課

題
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
し
た
。宮
崎
県
で
は
、

こ
の
公
募
事
業
を
課
題
を
解
決
の
上
で
ま
た

と
な
い
機
会
と
捉
え
、平
成
28
年
11
月
か
ら
各

市
町
村
へ
の
事
業
説
明
会
を
開
催
す
る
な
ど

積
極
的
に
情
報
提
供
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。同

年
12
月
に
市
町
村
へ
意
向
調
査
を
実
施
し
た

と
こ
ろ
、延
岡
市
と
日
向
市
が
応
募
の
意
向
を

示
し
た
こ
と
か
ら
調
整
を
行
い
、両
市
の
連
携

に
よ
っ
て
相
互
の
特
色
を
活
か
し
た
構
想
が

ま
と
め
ら
れ
、応
募
に
至
っ
た
も
の
で
す
。

項　目 現　況 H33 年度
素材生産量 177,101m3 200,000m3

再造林面積 276ha
（再造林率 78％）

370ha
（再造林率 88％）

林業従事者
増加数 ―　人 150 人

表―１　地域の林業の目標

※素材生産量の現況は H27 年の数値。
※再造林面積の現況は H25 ～ 27 年度の平均数値。

「
延
岡
・
日
向
地
域
」
の

目
指
す
目
標

　
地
域
の
主
な
特
色
と
し
て
は
、
延
岡
市
は

九
州
で
２
番
目
に
森
林
面
積
が
広
く
、
豊
富

な
森
林
資
源
を
有
す
る
と
と
も
に
、
日
向
市

は
中
国
木
材
株
式
会
社
日
向
工
場
や
耳
川
林

業
地
域
木
材
加
工
団
地
な
ど
数
多
く
の
製
材

工
場
が
立
地
し
て
い
る
こ
と
な
ど
が
挙
げ
ら

図―１　林業成長産業化地域 位置図

林
業
成
長
産
業
化
地
域
創
出
モ
デ
ル
事
業 

❶
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延
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網走西部流域地域

大館北秋田地域

最上・金山地域

中津川・白川・東白川地域

日南町・中央中国山地地域

中越地域

南会津地域

利根沼田地域

浜松地域田辺地域

長門地域

日田市地域

高吾北地域

大隈地域

延岡・日向地域

久万高原町地域



写真－１　延岡・日向資源循環型林業推進協議会

れ
ま
す
。

　
そ
の
一
方
で
、
本
地
域
に
お
け
る
喫
緊
の

課
題
は
原
木
需
要
の
高
ま
り
を
受
け
て
増
加

す
る
素
材
生
産
量
に
対
応
し
た
再
造
林
対
策

及
び
そ
の
担
い
手
の
確
保
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

構
想
の
最
終
年
度
（
平
成
33
年
度
）
の
達
成

目
標
を
以
下
の
と
お
り
定
め
て
、
様
々
な
対

策
を
講
じ
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
（
表
―
１
）。

取
組
内
容

　
表
―
１
に
示
し
た
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、

両
市
で
は
行
政
、
森
林
組
合
、
素
材
生
産
事

業
体
、
製
材
業
者
等
か
ら
な
る
「
資
源
循
環

型
林
業
推
進
協
議
会
」（
以
下
「
協
議
会
」）

を
設
立
し
、
参
画
者
の
合
意
形
成
を
図
り
な

が
ら
、
①
再
造
林
の
推
進
、
②
担
い
手
の
確

保
対
策
、
③
森
林
資
源
の
高
付
加
価
値
化
の

推
進
、
④
普
及
啓
発
の
推
進
な
ど
に
取
り
組

ん
で
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
（
図
―
２
）。

　

ま
た
、
再
造
林
の
推
進
で
は
「
伐
っ
て
、

使
っ
て
、
す
ぐ
植
え
る
」
を
実
現
す
る
た
め
、

「
伐
採
造
林
一
貫
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
策

定
し
、
伐
採
者
と
造
林
者
と
の
連
携
強
化
を

図
る
な
ど
、
伐
採
後
の
適
確
で
速
や
か
な
再

造
林
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
森
林
所
有
者

の
経
済
的
な
負
担
軽
減
な
ど
を
図
る
「
再
造

林
バ
ン
ク
（
仮
称
）」
の
設
置
に
つ
い
て
検

討
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
担
い
手
の
確
保
対
策
で
は
、
再

造
林
な
ど
、
一
時
的
に
多
く
の
労
働
力
を

必
要
と
す
る
施
業
を
担
う
人
材
を
確
保
す
る
、

「
人
材
バ
ン
ク
」
の
構
築
に
向
け
て
の
取
組

が
進
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

協
議
会
の
始
動
!!

　
平
成
29
年
７
月
13
日
に
日
向
市
、
19
日
に

は
延
岡
市
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
第
１
回
目

と
な
る
協
議
会
が
開
催
さ
れ
、
同
年
８
月
１

日
に
は
両
市
合
同
の
協
議
会
が
開
催
さ
れ
ま

し
た
（
写
真
―
１
）。

　
ま
た
、
延
岡
市
の
協
議
会
で
は
、
担
い
手

確
保
対
策
と
し
て
、
地
域
の
森
林
を
地
域
で

守
る
「
集
落
林
業
」
を
推
進
す
る
こ
と
と
し

て
お
り
、
同
年
12
月
24
日
に
福
岡
県
八
女
市

に
お
い
て
作
業
路
開
設
の
研
修
会
を
開
催
し

ま
し
た
（
写
真
―
２
）。

　
研
修
会
で
は
、
橋
本
林
業（
徳
島
県
）の
橋

本
光
治
氏
を
講
師
に
迎
え
、「
急
傾
斜
で
の
丈

夫
で
崩
れ
な
い
作
業
路
作
り
と
安
全
な
ル
ー

ト
の
選
定
方
法
」
と
題
し
て
、
実
際
に
山
林

を
歩
い
て
の
線
形
決
定
や
重
機
に
よ
る
強
固

な
路
体
構
築
な
ど
を
学
ん
だ
と
こ
ろ
で
す
。

　
県
と
し
て
は
、
両
市
の
林
業
成
長
産
業
化

に
向
け
た
取
組
を
し
っ
か
り
と
サ
ポ
ー
ト
し
、

そ
の
成
果
を
県
内
各
地
域
に
波
及
さ
せ
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

（
宮
崎
県
山
村
・
木
材
振
興
課　
み
や
ざ
き

ス
ギ
活
用
推
進
室　
木
材
産
業
振
興
担
当
）写真－２　作業路開設研修会

図―２　「延岡・日向地域」地域構想概略図
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｢

ウ
ッ
ド
デ
ザ
イ
ン
賞｣

は
、
木
材
・
木
製
品
を
利
用
す

る
消
費
者
が
木
の
良
さ
や
価
値
を
再
発
見
で
き
る
製
品
や
取

組
を
対
象
と
し
て
顕
彰
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
森
林
・
林
業

の
活
性
化
や
木
の
あ
る
豊
か
な
暮
ら
し
の
実
現
を
図
る
取
組

と
し
て
、
２
０
１
５
年
度
か
ら
始
ま
り
ま
し
た
。｢

木｣

に

関
す
る
あ
ら
ゆ
る
モ
ノ
・
コ
ト
を
対
象
に
、
①
暮
ら
し
の
質

を
高
め
て
い
る
も
の
（
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
デ
ザ
イ
ン
部
門
）、

②
人
の
心
を
豊
か
に
し
、
身
体
を
健
や
か
に
し
て
い
る
も
の

（
ハ
ー
ト
フ
ル
デ
ザ
イ
ン
部
門
）、
③
地
域
や
社
会
を
活
性
化

し
て
い
る
も
の
（
ソ
ー
シ
ャ
ル
デ
ザ
イ
ン
部
門
）
の
３
つ
の

部
門
を
設
け
て
い
ま
す
。

　

第
３
回
目
を
迎
え
る
今
年
度
は
、
４
５
３
点
の
応
募
が

あ
り
、
書
類
に
よ
る
１
次
審
査
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
デ
ザ
イ

ナ
ー
の
赤
池
学
氏
や
、
建
築
家
の
隈
研
吾
氏
な
ど
の
審
査

委
員
に
よ
る
２
次
審
査
を
経
て
、
２
５
０
点
の
作
品
が

｢

ウ
ッ
ド
デ
ザ
イ
ン
賞｣

を
受
賞
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
こ
の
２
５
０
点
の
中
か
ら
、｢

最
優
秀
賞
（
農

林
水
産
大
臣
賞
）｣

１
点
、｢

優
秀
賞
（
林
野
庁
長
官
賞
）｣

各
部
門
３
点
ず
つ
、｢

奨
励
賞
（
審
査
委
員
長
賞
）｣

各
部

門
５
点
ず
つ
の
、
計
25
点
が
上
位
賞
と
し
て
選
ば
れ
、
こ

れ
ら
の
上
位
賞
に
つ
い
て
は
、昨
年
12
月
７
日
に
東
京
ビ
ッ

グ
サ
イ
ト
に
お
い
て
開
催
さ
れ
た｢

エ
コ
プ
ロ
２
０
１
７｣

で
表
彰
式
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

今
年
度
の
農
林
水
産
大
臣
賞
は
、｢

ノ
ー
ザ
ン
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
ゲ
ー
ト
秋
田
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト｣

（
東
日
本
旅
客
鉄
道

㈱
ほ
か
）
で
、
秋
田
杉
な
ど
地
域
の
木
材
を
活
用
し
た
秋

田
駅
周
辺
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
し
た
。
駅

は
、
地
域
住
民
が
日
常
利
用
す
る
公
共
空
間
で
あ
り
、
ま

た
観
光
客
を
迎
え
る
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
で
も
あ
り
ま
す
。
こ

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
駅
を
中
心
に
、民
間
事
業
者
、行
政
、

ウッドデザイン賞２０１７TOPICS

04

CJ シリーズ（奈良県）
studioJig

曲げ木バネのマウスパッド／曲げ木の万年筆ケース（新潟県）
ストーリオ㈱

G ビル自由が丘 01 B 館（東京都）
日本リテールファンド投資法人、

クライン ダイサム アーキテクツ、㈱フジタ、㈱シェルター

優秀賞（林野庁長官賞）

ノーザンステーションゲート秋田プロジェクト（秋田県）
東日本旅客鉄道㈱、秋田公立美術大学、（有）萩原製作所、㈱ジェイアール東日本建築設計事務所、第一建設工業㈱、鉄建建設㈱

最優秀賞（農林水産大臣賞）

ソーシャルデザイン部門
建築・空間分野

ハートフルデザイン部門
木製品分野

ソーシャルデザイン部門　建築・空間分野

ライフスタイルデザイン部門
木製品分野
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大
学
が
地
域
と
連
携
し
て
、
県
産
材
の
ス
ギ
な
ど
を
使
い

｢

秋
田
ら
し
さ｣

や
、
デ
ザ
イ
ン
の
力
で
木
の
持
つ｢

親
し

み
や
す
さ｣

・｢

心
地
よ
さ｣

な
ど
の
特
性
を
上
手
く
引
き

出
し
た
取
組
を
行
っ
て
い
ま
す
。
地
域
材
を
軸
に
し
た
多

面
的
な
取
組
を
実
施
し
な
が
ら
、
木
に
囲
ま
れ
、
木
を
楽

し
み
、
木
に
癒
や
さ
れ
る
消
費
者
目
線
の
空
間
づ
く
り
を

実
施
し
て
い
る
点
が
高
く
評
価
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
の
受
賞
作
品
で
は
、
商
業
施
設
や
教
育
施
設

等
に
お
け
る
、
木
の
持
つ｢

高
級
感｣

や｢

格
好
良
さ｣

、

｢

癒
や
し｣

な
ど
の
特
性
を
引
き
出
し
た
空
間
づ
く
り
や
、

木
造
の
床
遮
音
技
術
の
開
発
な
ど
、
今
後
の
木
材
利
用
の

拡
大
に
つ
な
が
る
技
術
・
研
究
も
多
く
み
ら
れ
ま
し
た
。

　

｢

ウ
ッ
ド
デ
ザ
イ
ン
賞｣

を
通
じ
て
、
私
達
の
生
活
や
社

会
を
彩
る
新
た
な
木
づ
か
い
が
広
が
り
、
木
材
利
用
が
進

む
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。

受賞作品を用いたライフスタイルの提案 受賞作品の展示の様子（今年は木製品分野だけでなくコミュニケーショ
ン分野や技術・研究分野に関する実物の展示も行いました。）

〈 エ コ プ ロ 2 0 1 7 〉

今後、以下の展示会において、ウッドデザイン賞受賞作
品の展示等を行いますので、ぜひご来場ください。
● ｢WOOD コレクション モクコレ 2018｣
日時：1 月 30 日（火）～ 31 日（水）
場所：東京ビッグサイト 東展示棟 7・8 ホール
内容：受賞作品の展示
URL：http://mokucolle.com/
● ｢木と住まいの大博覧会｣　
日時：2 月 16（金）～ 18 日（日）
場所：東京ビッグサイト 東展示棟 7・8 ホール
内容：受賞作品の展示、
　　　上位賞受賞者等によるセミナー（２月 17 日（土））
URL：http://www.nicefair.com/wood/

（お問い合わせ先）
ウッドデザイン賞運営事務局
メール：info2017@wooddesign.jp
URL：https://www.wooddesign.jp/
Facebook：https://www.facebook.com/wooddesignaward/

※今年度と過去のウッドデザイン賞受賞作品につきましては、上記 HP に掲載し
ております。また、各種情報はウッドデザイン賞運営事務局の Facebook におい
ても随時配信しておりますので、ぜひご覧下さい。

木の良さや価値を
再発見させる
製品や取組

を選ぶ

新たな
製品や取組が

生まれる

より多くの
人に届ける

　12 月７日（木）〜９日（土）に、「エコプロ 2017」において表彰式、及び会場内特設ブースでの受賞作品の展示、
審査委員らによるセミナー等を行いました。

「ウッドデザイン賞 2017」表彰式 審査委員や上位賞受賞者等によるセミナーの開催
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み
ど
り
の
女
神
と
し
て
の
１
年
を
振
り
返
っ
て

　
昨
年
１
月
に
、
み
ど
り
の
女
神
に
選
ん
で
頂
き
、
右
も
左

も
分
か
ら
な
い
状
態
か
ら
活
動
が
始
ま
り
ま
し
た
。

　
こ
の
森
林
、
林
業
、
木
材
産
業
世
界
は
と
て
も
幅
が
広
く
奥

の
深
い
、
そ
し
て
終
わ
り
の
な
い
世
界
だ
な
と
感
じ
ま
し
た
。

　
そ
し
て
今
、
こ
の
世
界
で
一
生
懸
命
働
い
て
下
さ
る
皆
様

の
お
陰
で
守
ら
れ
て
い
る
と
い
う
事
を
こ
の
１
年
間
、
皆
様

の
側
で
実
際
に
見
さ
せ
て
頂
き
ま
し
た
。
今
の
私
達
の
為
だ

け
で
は
な
く
、
未
来
の
事
を
考
え
て
し
っ
か
り
守
り
続
け
る

為
、
ギ
ュ
ッ
と
一
つ
に
な
っ
て
取
り
組
む
姿
は
毎
回
と
て
も

感
動
し
ま
し
た
。
そ
う
し
た
姿
を
見
る
度
に
私
は
み
ど
り
の

女
神
と
し
て
こ
う
し
て
働
く
方
の
姿
を
、
１
番
強
く
伝
え
て

い
か
な
く
て
は
い
け
な
い
ん
だ
。
と
思
わ
さ
れ
ま
し
た
。

みどりの
女神が行く！

福島県生まれ、
千葉県育ち。
趣味は音楽鑑賞と
お散歩

野
の

中
なか

　葵
あおい

岡山木材フェスティバル

全国植樹祭プレイベント（福島会場）

きときと君と記念撮影

　
日
本
の
み
ど
り
は
、人
と
自
然
と
の
糸
で
繋
が
っ
て
い
て
、

そ
こ
に
は
愛
が
た
く
さ
ん
詰
ま
っ
て
い
ま
す
。
そ
れ
は
、
ま

る
で
私
に
と
っ
て
父
と
母
の
よ
う
な
存
在
で
す
。
国
土
の
約

７
割
を
占
め
る
森
林
は
、
何
時
も
温
か
く
包
み
込
ん
で
く
れ

て
い
る
よ
う
な
包
容
力
が
あ
り
、
ま
る
で
親
の
よ
う
に
感
じ

て
い
ま
し
た
。
そ
ん
な
、
み
ど
り
の
父
と
母
に
対
し
て
こ
の

先
も
次
世
代
に
送
り
届
け
て
い
く
為
に
、
木
を
使
っ
た
り
、

森
林
に
足
を
運
ん
だ
り
、
緑
の
募
金
に
協
力
し
た
り
等
、
私

達
が
出
来
る
こ
と
か
ら
始
め
て
い
き
、
み
ど
り
を
守
る
と
い

う
親
孝
行
を
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
こ
の
世
界
を
学
べ
た
１
年
間
は
私
に
と
っ
て
掛
け
替
え
の

な
い
一
生
の
宝
物
で
す
。
み
ど
り
の
女
神
に
な
れ
て
幸
せ
で

し
た
。
応
援
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
次
の
み
ど
り
の

女
神
も
ど
う
ぞ
宜
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
！
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岡山木材フェスティバル

最大級の環境展示会「エコプロ 2017」

高性能林業機械研修

スマートファクトリー Japan2017

富士登山で清掃活動
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